














ていかなければならない｡ 大学における会計学, 特に財務会計の分野においては, これら
の制度改訂に対応したテキストが数多く出てきている｡ また, 簿記のテキストにおいても,
我が国の会社法改正, 会計基準の改訂等に対応してきている｡ しかしながらこれらのテキ
ストは, 当然のことではあるが, 我が国の制度に準じている｡ ところで我が国の会計制度




検討はできないほど, 専門化・分化が進んできている｡ こうした中, 各会計基準の
IAS/IFRS との相違点を細かく列挙することは個人の能力の範囲を超えてしまう｡ そこで,
大学において初めて簿記・会計に接する学生を対象にした教科で教える範囲に限定して,




















IAS2号 ｢棚卸資産｣ は購入取引を含む棚卸資産に関する会計処理を規定している｡ ま










認めているように見られ得るということに同意した｡ その結果, 当理事会は ｢棚卸資産の




次に, 基準の規定を取り上げる｡ 基準の規定に従って, (a) 棚卸資産原価, (b) コス








































日本における棚卸資産に関する会計基準は, 複数ある｡ 2006年に設定された ｢棚卸資産
の評価に関する会計基準｣ は主に期末評価に関する会計基準である｡ IAS2の規定にある











｢商品, 製品, 半製品, 原材料, 仕掛品等の棚卸資産については, 原則として購入代価









｢購入棚卸資産の取得原価は, 購入代価に副費 (附随費用) の一部又は全部を加算する
ことにより算定される｡





副費として加算する項目は, 引取運賃, 購入手数料, 関税等用意に加算しうる外部副費
(引取費用) に限る場合があり, 外部副費の全体とする場合がある｡ さらに購入事務費,
保管費その他の内部副費をも取得原価に含める場合がある｡ 加算する副費の範囲を一律に



















｢通常の販売目的 (販売するための製造目的を含む｡) で保有する棚卸資産は, 取得原価
をもって貸借対照表価額とし, 期末における正味売却価額が取得原価よりも下落している
場合には, 当該正味売却価額をもって貸借対照表価額とする｡ この場合において, 取得原
価と当該正味売却価額との差額は当期の費用として処理する｡
第５項 (抄)











し, 取得原価基準は, 将来の収益を生み出すという意味においての有用な原価, すなわち
回収可能な原価だけを繰り越そうとする考え方であると見ることもできる｡ また, 今日で
















原価を確定するためには, 棚卸資産の取得 (購入又は生産) に要した現金支出額又はその

























分において原価に満たない場合, 物的な劣化, 陳腐化, 価格水準の変動その他理由にかか
わらず, 差額は当期の損失として認識されなければならない｡｣
Statement6
｢低価法 (lower cost or market) という用語において, 市場 (market) という単語は











IAS/IFRS, 日本および米国の基準をふまえて, 簿記・会計の教育内容を検証する｡ 検
証のポイントは, １. 棚卸資産に関する説明の構成, ２. 勘定記入方法, ３. 棚卸資産原
価, ４. コスト・フォーミュラ, ５. 期末評価の５点である｡ 前節で取り上げた ｢費用と




クアップして検討した｡ 選択の基準として, １. 会計ではなく簿記という表題がついてい
ること, ２. 複数の大学で教科書として採用されていること, ３. 著者の研究分野が簿記













構成 第８章 商品売買の処理 (その１)











構成 第２章 取引の記帳 第２節 商品売買取引





















[泉谷勝美 『現代簿記論』, 2002年, p.115～121]
荷口別特殊商品勘定, 総記法, 分記法そして３勘定分割法という歴史的経過を踏まえた
説明がなされている｡
[大藪俊哉 『簿記テキスト第４版』, 2007年, p.77～83頁]
商品売買取引の記帳方法の項で, 売上原価対立法, 三分法が個別項目として説明される.
なお, その他の処理法として総記法, 分記法の順に取り上げられる.
[関西学院大学会計学研究室 『基本簿記論第３版』, 2006年, p.89～97]





商品勘定は混合勘定となり, 勘定内に売上高 (収益), 仕入高 (費用), 商品棚卸高 (資産)
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が混在し, 勘定においてそれぞれの内容を把握できない｡ そこで, 商品売買取引の内容を
勘定において把握するために, 商品勘定を分割し, 各性質の勘定を設定する (p.93)｡｣
[武田隆二 『簿記一般教程第６版』 2004年, p.71～94]
分記法, 総記法, 三分法が取り上げられる｡ 分記法, 総記法といった商品勘定を用いる
方法から, 商品勘定を三つに分割する三分法への理論的展開について次の様に説明してい
る｡ ｢商品勘定という一つの勘定をもって処理する方式 (一勘定制と呼ぶ｡) から, 上記三
つの勘定 (繰越商品, 仕入, 売上：引用者註) に分割して処理する方式 (三勘定制または
三分法と呼ぶ｡) をとることによって, 各勘定の純粋性が維持できるばかりでなく, 一事
業年度における活動量を示す仕入総額および売上総額を勘定の上で明示できる長所が得ら
れる (p.84)｡｣
[中村忠 『現代簿記第４版』, 2007年, p.53～58]
分記法, ３分法そして補足的に総記法が取り上げられる｡
[森川八洲男 『精説簿記論Ⅰ改訂版』, 2001年, p.189～204]
分記法, 総記法, 売上原価対立法, 三分割法, 五分割法が取り上げられる｡ 次の２つの





[安平昭二 『簿記要論四訂版』, 1997年, p.89～100]
分記法, 売上高・売上原価表示法, 三分法の順に説明される｡ 章建てからも明らかなよ
うに, 勘定記入方法を, 適用可能な条件の面から区分して説明している｡




いると言える｡ IAS2では, 勘定記入方法について特段の規定があるわけではないが, B. J.
Epstein and E. K. Jermakowicz の解説書によると, 売上原価対立法による処理が示さ




[泉谷勝美 『現代簿記論』, 2002年, p.118, p.125～126]
仕入 ｢勘定の借方には商品の購入額と仕入諸掛を, 貸方には仕入返品・値引・割戻を記
入する｡ 商品購入に付随する付帯経費は仕入勘定に借方加算するが, 返送運賃は別途, 支
払運賃勘定に借方記入して, 売上原価としない (p.118)｡｣ との記載がある｡ なお, 返品・
値引・割引・割戻に関しては別途詳しい説明がある｡








(p.92)｡｣ また, 返品取引, 値引・割戻も同項目において説明される｡
[関西学院大学会計学研究室 『基本簿記論第３版』, 2006年, p.97～99]
棚卸資産の原価について独立の項目は設けられていない｡ 注意すべきその他の処理の項
目で仕入諸掛について説明がなされている｡ ｢商品の仕入に付随して, 買主の負担により,
引取運賃, 荷役費, 運送保険料, 購入手数料, 関税などの諸経費を支払うことがある｡ こ
れらの付随費用を仕入諸掛といい, 商品の仕入原価に含める (p.97)｡｣ 仕入諸掛の説明と
して連続意見書の記述に準拠しているといえる｡ また, これらの付随費用の内容は IAS2
の規定と類似しているため, コンバージェンスへの対応も容易であるといえよう｡ 仕入値
引, 仕入戻しの説明もある｡
[武田隆二 『簿記一般教程第６版』 2004年, p.71～94]
特に項目を設けた解説はない｡ 分記法および総記法の解説の後に設けられた問題におい
て, 返品・値引・割戻し, 現金割引, 付随費用が取り上げられている｡
[中村忠 『現代簿記第４版』, 2007年, p.54～55]
３分法の説明に際して仕入勘定の記入方法の一環として以下のように説明される｡ ｢商
品を仕入れるときに引取運賃・保険料などの費用がかかる｡ これを仕入諸掛りまたは仕入
副費という (p.54)｡｣ また, 戻しと値引についての解説もある｡
[森川八洲男 『精説簿記論Ⅰ改訂版』, 2001年, p.190～206]
各勘定記入方法の説明に際して, 仕入原価という用語で解説される｡ 仕入原価に付随費
用が含まれる点については, 仕入諸掛り・販売諸掛りの処理の項目で説明される｡ 仕入諸
掛りは外部仕入諸掛りと内部仕入諸掛りに分類され, 詳細な説明が展開される｡ また, 仕
入諸掛りを仕入原価に含める場合の問題点も指摘され仕入諸掛り勘定を別個に設ける処理
についても解説される｡




ければわからない場合 (このような場合が通常である) には, 仕入諸掛を仕入原価に入れ









[泉谷勝美 『現代簿記論』, 2002年, p.121～125]
商品有高帳の説明の一環として個別法, 先入先出法, 後入先出法, 移動平均法, 総平均
法が取り上げられている｡
[大藪俊哉 『簿記テキスト第４版』, 2007年, p.85～88]
商品有高帳の項目において解説されている｡ 個別法, 先入先出法, 後入先出法, 移動平
均法, 総平均法の解説がある｡
[関西学院大学会計学研究室 『基本簿記論第３版』, 2006年, p.107～113頁]
商品有高帳の項目において説明される｡ 個別法, 先入先出法, 移動平均法, 総平均法,
後入先出法について例題とともに解説される｡ このほか, 単純平均法, 最終仕入原価法,
売価還元法などの簡単な説明がある｡




[中村忠 『現代簿記第４版』, 2007年, p.59～63]
商品有高帳の項目で説明される｡ 先入先出法, 後入先出法, 移動平均法, 総平均法が取
り上げられる｡
[森川八洲男 『精説簿記論Ⅰ改訂版』, 2001年, p.212～217]
商品有高帳の項目として説明される｡ 先入先出法, 後入先出法, 移動平均法が例示とと
もに説明されている｡ 後入先出法については ｢この方法は, 特に物価高騰の時期に, 損益
計算上, 収益と費用の同一価格水準による対応を通して, 架空利益を除去し, 実質資本の
維持を可能ならしめるという利点を有する (p.213)｡｣ とあるように長所が強調されている｡
[安平昭二 『簿記要論四訂版』, 1997年, p.103～107]








の評価に関する会計基準 (案)｣ では, 後入先出法を認めていない｡
５. 期末評価
[泉谷勝美 『現代簿記論』, 2002年, p.126～129]
在庫品の評価商品の評価という表題のもと, 原価法, 時価法, 低価法が説明され, さ
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らに商法の評価原則に関しても解説がある｡ 原価法, 時価法, 低価法について理論的な説
明が中心となっている｡
[大藪俊哉 『簿記テキスト第４版』, 2007年, p.88～90頁]
棚卸減耗損と商品評価損の項目において次のように説明される｡ ｢決算時に保有する商
品は, 取得原価と正味売却価額 (売価から見積販売直接経費を控除した額) のいずれか低
い価額で貸借対照表に計上しなければならない｡ これを低価法といい, 市場の需給の変化,




[武田隆二 『簿記一般教程第６版』 2004年, p.167～175]
商品の期末評価に関する章において, 商品の評価替という項で取り上げられている｡ 原
価配分の一環として, たな卸減耗損, 品質低下評価損, 低価法などが説明されている｡
[中村忠 『現代簿記第４版』, 2007年, p.99～102頁]
商品売買取引に関する章では取り上げられず, 決算に関する章において, 棚卸減耗費と
商品評価損という項の中で説明されている.
[森川八洲男 『精説簿記論Ⅰ改訂版』, 2001年, p.217～221]
期末棚卸高の項で棚卸減耗損に引き続き評価損の処理として説明されている｡ 品質低下
等による評価損と低価法評価損に分けられている｡
[安平昭二 『簿記要論四訂版』, 1997年, p.109～112]
棚卸減耗損と商品評価損の項目で取り上げられる｡ 原価法および低価法がそれぞれ説明
される｡
今回取り上げた教科書には, 2006年の ｢棚卸資産の評価に関する会計基準｣ 以前に刊行
されたものも含まれている｡ そのため, 単純に比較し, 共通性を抽出することは適切でな
い｡ しかし2006年以前の教科書においては, 簿記の教科書であるからか時価の内容に関す
る言及は少ない｡ 2007年に刊行された大藪の教科書では, 2006年の会計基準の規定が反映










[C. S. Warren, J. M. Reeve and P. E. Fess, Accounting 21st. ed., 2005]
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構成 第６章 商業の会計










[R. N. Anthony, Accounting: Text and Cases International Edition, 2007]
構成 第６章 売上原価と棚卸資産
１会社の種類 ２商企業 ３製造企業 ４サービス企業
５棚卸資産原価算定方法 ６低価法 ７棚卸資産の分析


































[C. S. Warren, J. M. Reeve and P. E. Fess, Accounting 21st. ed., 2005, p.238, 242]
６章の販売取引の項において売上原価対立法が説明されている｡ この際, ｢継続的棚卸
システムのもとでは, 売上原価と棚卸資産 (merchandise inventory) の減少はともに記
録されなければならない (p.238)｡｣ と述べている｡ また, 購入取引の項においても商品
購入時に借方に棚卸資産 (merchandise inventory) 勘定が用いられている｡
[R. N. Anthony, Accounting: Text and Cases International Edition, 2007, p.113
～114, p.148～152]
売上原価対立法により説明されている｡
[C. T. Horngren, W. T. Harrison, Jr, Accounting 7th ed., 2007, p.256～263]
売上原価対立法により説明されている｡






る｡ 継続的棚卸システムのもとで会社は, いつでも販売が生じる度に, 売上原価を算定し
ている (p.196)｡｣







B. J. Epstein and E. K. Jermakowicz が例示であげているように (B. J. Epstein and E.




[C. S. Warren, J. M. Reeve and P. E. Fess, Accounting 21st. ed., 2005, p.243～248]
第６章の購入取引の項では仕入戻しと仕入値引について, 運送費・売上税および割戻等
の項で購入時における運送費の原価算入について説明されている｡




に, 運送費は独立の勘定に集計される (p.152)｡｣ と, 我が国における仕入諸掛勘定によ
る処理と同様の処理を取り上げて例示により解説している｡
[C. T. Horngren, W. T. Harrison, Jr, Accounting 7th ed., 2007, p.257～260]
送状価額から, 仕入割引, 仕入戻し, 仕入値引を差し引いて, 運送費を加えることによっ
て算定される旨解説されている｡
[J. J. Weygandt, D. E. Kieso and P. D. Kimmel, Accounting Principles 8th. ed., 2007,
p.197～201]
原価には購入商品の送状価額に加えて, 引取運賃が含まれるという説明がなされる｡ な
お, 仕入戻し, 仕入値引だけでなく, 仕入割引も資産原価から控除されると解説している｡
[J. J. Wild, K. D. Larson, B. Chiappetta, Fundamental Accounting Principles 18th
ed., 2007, p.180～184]
送状価額から, 割戻, 割引, 戻しおよび値引額を控除し, 運送費を加えた金額をもって
原価とするという説明となっている｡
米国においては, 仕入割引を棚卸資産原価の計算に含めている｡ この点は IAS2と異なっ
ており, 今後調整が必要となるかもしれない｡ ただこの他の点については, 特に会計上の




[C. S. Warren, J. M. Reeve and P. E. Fess, Accounting 21st. ed., 2005, p.358～363]




[R. N. Anthony, Accounting: Text and Cases International Edition, 2007, p.159
～165]
棚卸資産原価算定方法の項で個別法, 平均法 (総平均法), 先入先出法, 後入先出法が
取り上げられている｡
[C. T. Horngren, W. T. Harrison, Jr, Accounting 7th ed., 2007, p.315～320]
棚卸資産原価算定方法の項で個別法, 先入先出法, 後入先出法, 平均法 (移動平均法)
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が取り上げられている｡
[J. J. Weygandt, D. E. Kieso and P. D. Kimmel, Accounting Principles 8th. ed., 2007,
p.248～253]
棚卸資産単価決定方法, 売上原価算定方法として説明される｡ 個別法, 先入先出法, 後
入先出法, 平均法が取り上げられている｡
[J. J. Wild, K. D. Larson, B. Chiappetta, Fundamental Accounting Principles 18th
ed., 2007, p.224～233]
財務諸表作成のために必要な手続きとして説明される｡ ｢棚卸資産の会計の主要な目的
は, 売上高に原価を適切に対応させることにある｡ 我々は対応原則を用いて, 販売可能な
商品の原価からどれだけを売上高から控除し, どれだけを棚卸資産として繰り延べ, 将来
の売上高に対応させるかを決定する (p.223)｡｣ 個別法, 先入先出法, 後入先出法, 移動
平均法が取り上げられている｡
米国においても, 後入先出法が認められているため, 取り上げたすべての教科書におい
て説明されていた｡ ただし, B. J. Epstein, R. Nach and S. M. Bragg によると, ｢後入
先出法の会計は, 実際には所得税の概念である｡ したがって, 後入先出法の適用に関する
規則は, 米国 GAAP には示されていない (B. J. Epstein, R. Nach and S. M. Bragg,
2007, p.310)｡｣ という｡ また, J. J. Wild, K. D. Larson, B. Chiappetta の記述に見られ
るようにコスト・フォーミュラを対応原則に基づく処理と位置付ける考え方が一般的であ





[C. S. Warren, J. M. Reeve and P. E. Fess, Accounting 21st. ed., 2005, p.367～368]
再調達原価による任意の低価法と正味実現可能価額 (net realizable value) による強
制の評価減について次のように解説されている｡ ｢陳腐化, 品質低下 (spoiled or
damaged) した商品, 原価を下回る価格でしか販売できない商品は原価を切り下げなけ
ればならない｡ こうした商品は正味実現可能価額で評価しなければならない (p.368)｡｣
[R. N. Anthony, Accounting: Text and Cases International Edition, 2007, p.165
～166]
ARB43の規定を引用しながら計算例を用いた説明がなされている｡
[C. T. Horngren, W. T. Harrison, Jr, Accounting 7th ed., 2007, p.325]
その他棚卸資産の問題の項目で取り扱われている｡ 再調達原価による低価法がmust で
説明されている｡
[J. J. Weygandt, D. E. Kieso and P. D. Kimmel, Accounting Principles 8th. ed.,
2007, p.256]
再調達原価による低価法の説明がある｡ ARB43の規定に沿った説明となっている｡




報告することを要求している (p.233)｡｣ として, 低価法を説明している｡
C. S. Warren, J. M. Reeve and P. E. Fess の解説を除き, ARB43の規定に準拠した
説明がなされている｡ ARB43では, 再調達原価による期末評価を要請している｡ 教科書
による解説はこれに準拠している｡ この点は正味実現可能価額での低価法評価を要請して













IAS2 個別法, 先入先出法, 平均法等
日本 個別法, 先入先出法, 後入先出法, 平均法等









なると, 多くの箇所での書き換えが必要となってくる｡ もちろん IAS2は特定の勘定記入
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る簿記教育の内容, 特に教科書の内容を検討した｡ 特に, 初年度教育内容でも最も重要な
項目の一つである商品売買取引のうち, 収益の認識に関わらない部分, つまり, 棚卸資産
の取得および原価の算定に関する内容に限定することにした｡ また, 日本の特徴点を明ら
かにするために, IAS/IFRS と同様の会計制度を有する米国の会計テキストを取り上げた｡
検討ポイントは, 勘定記入方法, 棚卸資産原価, コスト・フォーミュラ, 期末評価といっ
た点である｡ 勘定記入方法について, IAS/IFRS をはじめとする会計基準は特定の方法を
明示的に要請してはいない｡ しかしながら, IAS/IFRS の解説書および米国の教科書にお
いては, 売上原価対立法により解説されていた｡ 日本では三分法である｡ この点はコンバー
ジェンスにあたり十分考慮しなければならないと結論した｡ 棚卸資産原価に関しては, 特
に大きな問題は見当たらなかった｡ コスト・フォーミュラの点では, 現行基準で後入先出
法を容認している点が問題である点を指摘した｡ 期末評価に関して, 日本基準および教科
書の内容についてコンバージェンスの観点から大きな問題はないことがわかった｡
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